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内 容 の 要 旨 

 

研究目的： 

 本研究の目的は、包括利益概念の生成とその特徴に関する考察に基づき、先行研究

では明らかにされていなかった包括利益概念の本質を理論的に明らかにすることであ

る。また、 

クリーン・サープラス関係についても考察を行い、先行研究では明らかにされていな

かった新たな関係を明らかにしたい。さらに、包括利益と当期純利益の関係について

理論的に検討し、どのような関係が存在しうるのか、また実際にどのような関係が存

在するのかについて論じる。その上で、アメリカ、IASB、イギリス、日本、中国とい

う 5 カ国の比較研究に基づいて、包括利益の会計について理論的に検討し、各国の包

括利益会計基準の特徴と重要な相違点が存在しているのかどうか、あるいは既にコン

バージェンスが行われた結果、共通化が図られているのかについて明らかにしたい。 

 

研究対象 

 本研究の対象は、アメリカ、イギリス、中国、日本および IASB の設定した IFRS

における包括利益の会計である。包括利益は今日、世界の多くの国の企業で制度化さ

れている。しかし、包括利益の会計ルールには、アメリカと IASB をはじめ、主要国

の間で重要な相違点が存在している。そこで本研究では、これまでほとんど研究が行

われていなかったと考えられる包括利益に関するアメリカ、IASB、イギリス、日本、

中国の国際比較を行い、各国における包括利益に関する規程の特徴と相違点を明らか

にする。これまでの実証研究の成果も考慮に入れながら、包括利益の会計について理



論的に検討し、各国の包括利益会計基準の特徴と現在もなお重要な相違点が存在して

いるのかどうか、あるいは既にコンバージェンスが行われた結果、共通化が図られて

いるのかについて明らかにしたい。また、本研究では、包括利益の概念、包括利益と

当期純利益の関係およびクリーン・サープラス関係の理論的検討を行い、それらの本

質についても明らかにしたい。 

 

研究方法： 

本研究では、研究方法として、先行研究に基づき包括利益概念の生成とその変遷、

包括利益、純利益およびリサイクリングに関する定義の検討、包括利益の表示方法を

はじめ、包括利益をめぐる理論的考察を行う。 

それらを踏まえアメリカ、IASB 、イギリス、日本および中国の各会計基準におけ

る包括利益の会計および表示方法の検討を通じて、その特徴と問題点を明らかにする

とともに国際比較を行う。 

次に、包括利益の概念、包括利益の有用性について考察する。最後に包括利益の現

状と IASB 新概念フレームワークのもとで、今後の課題について考察する。 

 

研究結論： 

 本研究では、包括利益をめぐる理論的考察を行った。具体的な結果は次のようにな

る。 

第 1 に、クリーン・サープラス関係には(1)狭義のクリーン・サープラス関係と(2)広

義のクリーン・サープラス関係の 2 種類が存在することを指摘した。また、(1)狭義の

クリーン・サープラス関係を維持するためにはその他の包括利益の実現時にリサイク

リングを行う必要があるのに対し、(2) 広義のクリーン・サープラス関係を維持する

ためには、その他の包括利益の実現時にリサイクリングを行う必要がないことを主張

した。 

第 2 に、包括利益と当期純利益には(1)独立関係、(2)包摂関係、(3)一部共有関係の

いずれかの関係が存在することを指摘した。そして、包括利益と当期純利益は一部共

有関係はあるが、それぞれ異なる意義を有していることから、(3)の独立した別々の概

念であると主張した。 

 第 3 に、FASB の現行の概念フレームワークにおける包括利益、稼得利益、リサイ

クリングに関する定義あるいは記述は OCI 項目を純利益項目から区別することに役

立たないし、リサイクリングの根拠も示されていないことをリンスマイヤー〔2016〕

に基づいて主張した。 

 第 4 に、IASB は、現時点でリサイクリングを行うか否かを全体として IFRS や概

念フレームワークで決定するのではなく、個別の IFRS の基準に基づきリサイクリン

グを行う項目を特定している。このため、結果的に一部の項目のみのリサイクリング

となり、純利益が一致の原則や狭義のクリーン・サープラス関係を満たしていないも



のと考えられると主張した。 

 第 5 に、リンスマイヤー〔2016〕が示す(a)純利益項目との違いを明らかにする OCI

項目の定義の開発、(b) OCI の金額を純利益にリサイクルすることによって OCI 項目

を包括利益と純利益という 2 つの異なる業績測定値で 2 回にわたって報告すべきであ

るということの根拠となる純利益の報告目的の識別の 2 つを新たに規定しない限り、

OCI とリサイクリングに関する問題を理論的に解決するのは困難であることを主張

した。 

 第 6 に、ダーティ・サープラスの問題点の考察を通じてクリーン・サープラス関

係の重要性について示した。ダーティ・サープラスは、狭義の一致の原則が成り立た

なくなるという問題がある。包括利益に関する会計基準が世界の各国で導入された 1

つの理由としてクリーン・サープラス関係の回復があげられる。 

 第 3 章の図表 3－2 に基づく考察からも明らかなように全体利益と期間利益の一致

の観点からリサイクリングをしない場合、純利益を区分表示する意味は全くないとい

える。 

 一方、現行の IASB のように一部リサイクリングをしない項目が存在する場合も、

全体利益と期間利益の一致の原則が成立しておらず、純利益の意義が喪失している恐

れが強く、表示されている純利益がアメリカや日本とくらべて形骸化している可能性

が考えられる。 

  財務報告の目的は投資意思決定に役立つ情報の提供であるとされているが当期純利

益は将来キャッシュ・フローをもたらす重要な会計情報であると考えられる。したが

って IASB のような純利益の形骸化は改善を図らなければならないと考えられる。 

第 7 に、IASB の新しい概念フレームワークでは、DP や ED と同様に、包括利益

は収益－費用として計算されるものとして概念規定されていることが明らかとなっ

た。これは、日本の概念フレームワークで純利益が収益－費用として計算されるもの

として概念規定されているのとは大きく異なっている。 

 第 8 に、IASB は、新しい概念フレームワークで OCI とリサイクリングに関して、

その他の包括利益(OCI)とした項目を原則としてリサイクリングすることとしている。 

 これにより、将来的には個別の IFRS 基準に基づいてリサイクリングを行う項目を

特定している問題が改善され、現状で一部の項目のみのリサイクリングとなり、純利

益が一致の原則や狭義のクリーン・サープラス関係を満たしていない状態が解決に向

かう可能性があるものと考えられる。 

 しかし、IASB は、新しい概念フレームワークの中で有用な情報を提供しない場合、基 

準開発の際に、リサイクリングしないことを決定する場合があるとしている。このため、

将来的にも問題が改善されない可能性が残されていると考えられる。 

 

 

 



審査の結果の要旨 

 

包括利益は今日、アメリカ、イギリス、中国、日本、および IASB の設定した

IFRS を適用する世界の多くの国の企業で制度化されている。しかし、包括利益の会

計ルールには、アメリカと IASB をはじめ、主要国の間でいまもなお重要な相違点が

存在している。 

そこで本研究では、まず、先行研究に基づき包括利益概念の生成とその変遷、包

括利益、純利益およびリサイクリングに関する定義の検討、包括利益の表示方法をは

じめ、包括利益をめぐるいくつかの重要な論点について理論的考察を行っている。そ

の中で、これまでの先行研究では示されていなかった複数の新たな知見を明らかにし

ている。 

さらに、それらを踏まえ、アメリカ、イギリス、中国、日本および IASB の各会計

基準における包括利益の会計および表示方法の検討を通じて、その特徴と問題点を明

らかにしている。具体的には、まず、世界の主要国のうち、アメリカと IASB の間で

包括利益に重要な相違点が存在しているか、あるいは既にコンバージェンスが行われ

た結果、共通化が図られているのかどうか検討するとともに、イギリス、中国および

日本を含めて比較を行っている。 

 それでは本論文の各章における要点を示しておきたい。 

 第１章では、包括利益に関する会計制度の国際的生成および変遷を検討し、各国に

おける包括利益概念における特徴を明らかにしている。第１章における理論的考察か

ら、包括利益と純利益の間に存在する可能性がある３つの関係をはじめて明らかにし

ている。 

 第２章では、修正国際基準におけるその他の包括利益の会計処理について検討を行

い、現行の IFRS の会計処理との相違点を明らかにしている。第２章における検討か

ら、日本はすべての OCI のリサイクリングを要求するが、その背景として、貸借対

照表とは異なった役割が損益計算書に存在するという見方がある一方で、IASB はリ

サイクリングをする項目としない項目が存在するが、その背景として、リサイクリン

グをしない項目には財務業績としての有用性がないという見方があるとしている。 

 第３章では、IASB の概念フレームワーク DP における包括利益概念の検討から、

リサイクリングに対する３つのアプローチを示している。さらに、筆者は理論的考察

に基づいて第４のアプローチが存在することをはじめて主張している。 

 第４章では、中国の包括利益概念が生成された過程を概観し、中国における包括利

益の開示の現状と今後の発展方向について文献研究および現地の大学教員へのインタ

ビューから得られた事実にもとづいて明らかにしている。研究を行う前の時点で、中

国における包括利益はアメリカや IASB を見倣って導入されたものであり、会計基準

のコンバージェンスが進められていることから考えても、わざわざあらためて取り上

げて検討を行う必要性はないという厳しい指摘が中国の研究者からなされていた。し



かし、あえて研究を進めた結果、若干ではあるが先行研究にはない新たな事実が確認

されている。 

 第５章は、IASB の概念フレームワークの ED における純損益とその他の包括利益

概念について検討を行い、第３章で検討した IASB の DP と比較して大きな進展が見

られないことを明らかにしている。 

 第６章は、包括利益の定義、包括利益の表示、組替調整（リサイクリング）、クリ

ーン・サ―プラス関係、その他の包括利益の構成要素についてアメリカ、イギリス、

中国、日本およびＩＡＳＢによる国際比較を行い、先行研究に示されていない新たな

知見を得ている。 

 第７章は、OCI とリサイクリングの理論的考察を中心に包括利益をめぐる理論的

考察を行い、現行の IASB では結果的に一部の項目のみのリサイクリングとなってい

る結果、どのような帰結が生じているのかを確認したうえで、包括利益と純利益の望

ましい情報開示のあり方を模索している。 

 このように本論文は、包括利益に関するアメリカ、イギリス、中国、日本および

IASB の学術文献を丹念に検討し、各国会計基準における会計処理の相違を明確に把

握した上で、包括利益の理論的考察を行っていることに加えて、これまでの先行研究

には見られなかった複数の新しい知見を提示しているという優れた成果が見られる。

しかしながら、本論文においても、改善すべき点が残されていないわけではない。た

とえば、先行研究や独自に作成した設例を手がかりに理論的考察を行い、いくつかの

新しい知見を論理的に導き出すことに成功しているが、その一部についてはより厳密

な検証が必要な内容も含まれているかもしれない。とはいえ、このような問題点は、

むしろ今後筆者が研究をさらに深化させる上で課題とすべきことであって、本論文の

価値を減ずるものではないと考えられる。 

 論の進め方には一貫性があり、論旨も明確であると考えられる。論文公聴会におけ

る質疑応答ならびに主査および副査による口頭試問に対する応答も勘案して、課程修

了の博士論文として適当であると審査委員によって判定された。 

 

 


